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論　　説

アジア諸国における商号の保護（その２）

　抄　録　会社の名称（商号）は，我が国においては，会社法，不正競争防止法，商標法などによっ
て保護されているといえるが，日本企業の進出が特にめざましいアジア諸国において，会社の名称（商
号）に関して，それぞれどのような法規制があり，どのように保護がされているのか。本稿では，前
号のインド，シンガポール及びマレーシアに引き続き，中国，香港及びミャンマーの各国における商
号に関わる法規制についての情報を提供する。
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5 ．	中　　国

5．1　概　　観

中国は大陸法系に属し，全国人民代表大会又
はその常務委員会が制定する法律，国務院が制
定する行政法規，国務院の構成部門又は直属機
構が制定する部門規則等の制定法が法源とされ
ている。また，日本の最高裁判所に相当する最
高人民法院が制定し，下級の裁判所（原語では
人民法院）を拘束する司法解釈が，実質的な立
法の機能を果たしている場合も少なくない。
中国において，日本の商号に相当する企業名

称は，企業名称登記管理規定（以下「管理規定」
という。），商標法30）及び不正競争防止法（原語
では反不正当競争法）並びにこれらに関連する
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法令，司法解釈等によって保護されている。

5．2　企業名称登記管理規定による保護

（1）企業名称
中国において，「企業名称」とは，異なる市
場主体を区別する標章とされ（「国家工商行政
管理局による商標及び企業名称における若干問
題の解決に関する意見」３条），①行政区画，
②屋号（原語では字号），③業種，④組織形態
の４つの要素から構成される（管理規定７条１
項，企業名称登記管理実施弁法（以下「実施弁
法」という。）９条）。
このうち，屋号は，企業名称の要部であり，異

なる企業を区別するための主要な標章である31）。

（2）企業名称の登記
会社を設立するためには設立登記をする必要
があるが（会社法６条１項），企業名称につい
ては，本登記に先立ち，工商行政管理機関に申
請して事前審査確認（仮登記ともいう。）を取
得しなければならない（実施弁法22条１項）32）。
事前審査確認は，原則として，企業名称中に使用
されている行政区画に対応する工商行政管理機
関が管轄する（同弁法５条，11条２項・３項）33）。
この事前審査確認手続において，法令の規制に
反する企業名称は，却下されることになる（同
弁法31条）。取得した事前審査確認の有効期間
は６か月であり，この期間内に本登記の手続を
完成しなければ失効する（同弁法28条）34）。
企業名称は本登記後に初めて使用することが

でき，かつ，専用権を取得する（管理規定３条）35）。
登記済みの企業名称について，無断使用その他
の専用権侵害行為があった場合，被侵害者は，
権利侵害者の所在地の工商行政管理機関に処分
の請求をすることができ，工商行政管理機関は，
侵害者に対して侵害行為の停止及び損害賠償を
命じ，不法所得の没収を行うとともに，過料に
処する権限を有する（同規定27条１項）。被侵

害者は裁判所に訴訟を提起することもできる
（同条２項）。

（3）企業名称選択に関する制約
企業名称の選択にあたっては，管理規定及び

実施弁法により，順序（原則として，①行政区
画，②屋号，③業種，④組織形態の順に構成さ
れなければならない36）），行政区画（原則として，
企業の所在地である県レベル以上の行政区画の
名称又は地名を使用しなければならない。），屋
号（２文字以上で構成しなければならない。），
業種（原則として，主要事業が属する国民経済
業種類別用語を用いなければならない。），組織
形態（当該企業の組織構成又は責任形態に基づ
いて表示しなければならない。通常の外資の現
地法人が該当する有限公司であれば「有限公
司」，株式会社であれば，「股份有限公司」とな
る。），文字の種類の制限（漢字のみ使用可能で，
アルファベットやアラビア数字は使用できな
い。なお，登記された企業名称を外国語に適切
に翻訳して使用することは可能であるが，登記
の対象とはならない。），一定の用語・内容の使
用制限等が定められている。
以上の他，同一の工商行政管理機関が審査確
認又は登記した企業名称と同一又は一定の類似
性が認められる37）企業名称を，同業種の企業等
が登記することはできない（管理規定６条１項，
実施弁法31条１号・２号）。また，その他，他
の企業が名称を変更してから満１年が経過して
いない元の企業名称や，登記抹消又は営業許可
証の取消から満３年が経過していない企業と同
一の企業名称は，登記することができない（同
条３号・４号）。

（4）不当に登記された企業名称への対処
本来，登記されるべきでない企業名称が登記
されている場合，いかなる機関及び個人も，工
商行政管理機関に対して是正を要求することが
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できる（管理規定５条２項）。したがって，第
三者が前記（3）の規制に反して登記した企業
名称に対しては，工商行政管理機関に対し，名
称の変更を請求することができる。
なお，前記（3）のとおり，審査確認又は登

記済みの企業名称と同一又は一定の類似性が認
められる企業名称の登記が禁止されるのは，管
轄する工商行政管理機関が同一である場合に限
られる。したがって，自社が登記したい企業名
称と同一又は類似の企業名称について，第三者
が先に事前審査確認又は登記を取得してしまっ
た場合でも，管轄が異なる工商行政管理機関に
おいては登記可能である。もっとも，その場合
でも，不正競争防止法違反を理由に第三者から
企業名称の変更，使用の差止め等の請求を受け
る可能性がある（後記5．4参照）。
また，第三者が企業名称を登記するよりも前

に，自社が当該第三者の屋号と同一若しくは類
似の商標を登録し，又は著名商標として使用し
ている場合には，登録商標専用権侵害又は不正
競争防止法違反を理由に，当該第三者の企業名
称の変更，使用の差止め等を請求できる場合が
ある（後記5．3，5．4参照）。

5．3　商標法による保護

（1）商　標
「商標」とは，自然人，法人又はその他の組
織の商品・サービスを他人の商品・サービスと
区別する標章（文字，図形，アルファベット，
数字，立体標識，色彩の組み合わせ，音声等，
及びこれらの要素の組み合わせを含む。）であ
り（商標法８条参照），商標局に出願して登録
することにより，当該商標を指定商品・サービ
スにおいて独占的に使用する権利（登録商標専
用権38））が付与され，商標法に基づく保護を受
ける（同法４条，７章）。

（2）企業名称の商標登録の要否
前記5．2及び後記5．4のとおり，企業名称及

び屋号は商標登録しなくても管理規定，不正競
争防止法等により一定の保護を受けることがで
きる。しかし，企業名称及び屋号の保護と登録
商標の保護は要件が異なり，後者の方が権利者
に有利な場合があること（例えば，同一の商品・
サービスについて同一の商標を使用することに
よる登録商標専用権侵害については第三者によ
る混同のおそれが要件とされていないこと（後
記（5）参照），司法解釈上，屋号が不正競争防
止法による保護を受けるためには，一定の市場
知名度を有し，関連公衆に知られていることが
要求されていること（後記5．4参照），企業名
称又は屋号を商標登録していた方が第三者によ
る同一又は類似の商標の登録を防止しやすいこ
と（後記（3）参照）など）から，企業名称又
は屋号を商標登録しておくのが望ましい。

（3）商標の登録要件
登録出願に係る商標は，顕著な特徴を有し，

識別しやすくなければならず，かつ他人が先に
取得した合法的権利と抵触してはならないとさ
れる（商標法９条１項）。そして，例えば，①
著名商標を侵害する商標登録出願（後記（7）
参照）や，②他人と契約上，業務上その他の関
係があることにより当該他人が既に使用してい
る未登録商標の存在を明らかに知っている者
が，当該商標と同一又は類似する商標を同一又
は類似の商品・サービスについて登録出願する
場合，③他人の既存の権利を侵害する商標登録
出願等，商標法10条乃至12条，13条２項・３項，
15条，16条１項，30条乃至32条に該当する商標
登録出願は拒絶される。
なお，上記③の既存の権利には，企業名称中

の屋号が含まれる。すなわち，他人が先に登記
し，使用し，かつ一定の知名度を有する屋号と
同一又は基本的に同一である文字を商標として
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登録出願し，中国の関連する公衆の混同を招き
やすく，既存の屋号の権利者の利益を侵害する
おそれがあるときは，出願が拒絶される（商標
審理基準（2005年12月31日公布）三の２）。

（4）第三者に取得された登録商標への対処
既登録商標が商標法の定める無効事由に該当
する場合には，商標評審委員会に当該登録商標
の無効宣告を請求することができる（商標法44
条１項，45条１項）。請求権者及び請求期間の
制限のない無効事由もあるが，それ以外につい
ては，請求権者は既存の権利者又は利害関係人
に限られ，請求期間は商標登録日から５年以内
に限られる。但し，悪意のある登録の場合，著
名商標の保有者は請求期間の制限を受けない
（同法45条１項）。商標評審委員会の裁定に不服
のある当事者は，裁判所に訴訟提起することが
できる（同法44条３項，45条２項）。
また，登録商標が指定商品・サービスの通用
名となり，又は正当な理由なく継続して３年間
使用しなかった場合には，いかなる機関又は個
人も，商標局に取消を請求することができる（同
法49条２項）。

（5）登録商標専用権侵害
商標法57条において，商標登録者の許諾を得
ずに，同一又は類似の商品・サービスにその登
録商標と同一又は類似の商標を使用し，容易に
混同を引き起こす場合（但し，商品・サービス
及び商標のいずれもが同一の場合には，混同要
件は不要。）など，登録商標専用権の侵害とな
る場合が規定されている。
なお，商標登録者による登録出願の前に，他
人が既に同一又は類似の商品・サービスにおい
て登録商標と同一又は類似し，かつ一定の影響
力を有する商標を，商標登録者に先立って使用
している場合，登録商標専用権者は，当該使用
者が元の使用範囲において当該商標を引き続き

使用することを禁止する権利を有しないが，適
切な区別用標章を加えるように要求することが
できる（商標法59条３項）。
商標登録権者又は利害関係人は，登録商標専

用権の侵害があった場合，工商行政管理機関へ
の処理の請求及び裁判所への訴訟提起を行うこ
とができる（同法60条１項）。工商行政管理機
関は，侵害行為の成立を認定する場合，侵害行
為の停止を命じ，権利侵害商品等の没収又は廃
棄処分を行い，過料に処することができ，また，
当事者の請求がある場合には損害賠償額の調停
を行う（同法60条２項・３項）。民事訴訟にお
いても，損害賠償，侵害行為の差止め等の民事
責任の追及が可能である（同法63条，民法通則
134条１項１号，権利侵害責任法15条１項１号）。
その他，侵害者は刑事責任を追及される場合も
ある（商標法67条）。

（6）‌�登録商標と同一又は類似の企業名称を使
用された場合の保護

最高人民法院の司法解釈によると，他人の登
録商標と同一又は類似の文字を企業の屋号と
し，同一又は類似の商品・サービスにおいて際
立つように使用し，容易に関連公衆に誤認を生
じさせる行為は，前記（5）の登録商標専用権
侵害行為に該当する（「最高人民法院による商
標民事紛争事件の審理における法律適用の若干
問題に関する解釈」１条１項１号）。
ここでの「際立つように使用」するという要

件は，例えば，自らの企業名称を商品・サービ
スにおいて表示する際に，他人の登録商標と同
一の部分を他の部分より大きな字で表示するな
どして強調する場合がこれに該当すると解され
る。
「際立つように使用」したとは認められない
場合でも，他人の登録商標と誤認混同を生じさ
せることを目的として企業名称を登記した場合
のような，信義誠実の原則の違反が認められる
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場合には，不正競争防止法違反が成立する（商
標法58条，不正競争防止法２条１項・２項，５
条１号，「最高人民法院民事審判第三廷による
（2004）民三他字第10号書簡を転送発布するこ
とに関する通知」２条）。
訴訟においてこれらの登録商標専用権侵害又

は不正競争防止法違反が認められる場合には，
第三者は具体的事情に応じ，当該企業名称の使
用の停止，使用の適正化等の民事責任を負う
（「最高人民法院による登録商標，企業名称と既
存の権利との抵触に係る民事紛争事件の審理に
おける若干問題に関する規定」４条）。実務上は，
裁判所がさらに企業名称の変更を命じる判決ま
で下すことも多いが，工商行政管理機関が判決
の執行に協力せず，企業名称の変更を実現でき
ないこともある39）。
また，工商行政管理機関に第三者の企業名称

の変更を請求することも可能であるが（管理規
定５条，実施弁法41条），実務上は，工商行政
管理機関が積極的に対応しない場合もある。

（7）著名商標の保護
著名商標とは，中国において関連する公衆が

熟知し，かつ，比較的高い名誉・名声を享有し
ている商標をいう（「著名商標の認定及び保護
に関する規定」２条１項）。著名商標は，商標
に関する事件の処理に際して認定が必要な場合
に，商標局，商標評審委員会又は最高人民法院
から指定を受けた裁判所が認定する（商標法14
条）。著名商標の認定においては，①関連公衆
からの認知度，②使用の持続期間，③宣伝活動
の持続期間，程度及び地理的範囲，④著名商標
として保護を受けた記録等の要素が考慮される
（同法14条１項）。
中国で未登録の他人の著名商標を複製，模倣

又は翻訳した商標は，容易に混同を生じさせる
場合，同一又は類似の商品・サービスについて
登録・使用することが禁止される（同法13条２

項）。また，中国で登録済みの他人の著名商標
を複製，模倣又は翻訳した商標は，公衆を誤認
させ，著名商標権者の利益に損害を与え得る場
合には，非同一・非類似の商品・サービスについ
て登録・使用することも禁止される（同条３項）。
登録されていない著名商標を企業名称中の屋

号として使用し，公衆に誤認を生じさせる行為
にも不正競争防止法違反が成立する（同法58
条）。

5．4　不正競争防止法による保護

不正競争防止法５条３号は，他人の企業名称
を無断で使用し，他人の商品・サービスである
と誤認させる行為を禁止している40）。これに違
反する行為があった場合には，企業名称の権利
者は訴訟を提起し，損害賠償，行為の差止め等
を請求することができ（同法20条，民法通則
134条１項１号，権利侵害責任法15条１項１号），
また，工商行政管理機関に対して是正や紛争処
理を請求することもできる（管理規定５条，実
施弁法41条乃至44条）。工商行政管理機関は，
違反行為者に対し，違反行為の停止命令の他，
違反に係る商品等の没収，過料等の処罰を行う
ことができる（不正競争防止法21条１項，商標
法60条２項，製品品質法53条）。
上記規定による企業名称の保護範囲は，最高

人民法院の司法解釈により拡大されている。
まず，禁止される行為が，既存の企業名称と

同一の企業名称の使用のみならず，類似する企
業名称の使用にまで拡大されている。すなわち，
他人の企業名称が既存の企業名称と同一又は類
似で，関連の公衆に商品・サービスの出所を混
同させるに足りる場合には，第三者は具体的事
情に応じ，当該企業名称の使用の停止，使用の
適正化等の民事責任を負うとされている（最高
人民法院による登録商標，企業名称と既存の権
利との抵触に係る民事紛争事件の審理における
若干問題に関する規定２条，４条）。
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また，保護される企業名称には，中国国内で
商業用に使用する外国企業の名称，及び，一定
の市場知名度を有し，関連公衆に知られている
企業名称中の屋号を含むとされている（「最高
人民法院による不正競争民事事件の審理におけ
る法律適用の若干問題に関する解釈」６条１
項）。
さらに，司法解釈ではないが，最高人民法院
の裁判例においては，企業が自ら使用し，かつ
社会公衆から当該企業を指すものと認識されて
いる略称も保護されると解するものがある41）。
下級の裁判所の裁判例においては，一定の市場
知名度を有し，関連公衆に知られているか否か
にかかわらず，屋号を保護対象と解するものも
ある42）。

本項の執筆は，外国法事務弁護士（中国法）
何連明，弁護士山根基宏，同今村俊太郎が担当
した。

6 ．	香　　港

6．1　概　　観

香港は，中華人民共和国の一部でありつつ，
一国二制度の下，中華人民共和国香港特別行政
区という特別な地位にあり，その法制度も，英
国統治時代以来のコモンローに基づく。但し，
商号及び商標を規律する法令を含め，多くの成
文法令が主要領域をカバーするようになってき
ている。
香港においては，会社の名称は，会社条例

（Companies Ordinance （Chapter 622 of the 
Laws of Hong Kong），2014年３月施行），商標条
例（Trade Marks Ordinance （Chapter 559 of 
the Laws of Hong Kong），2003年４月法施行）
及びコモンロー上のパッシングオフ（Passing 
Off，詐称通用ともいう。）によって保護される。
なお，2014年３月３日より，従来の会社条例

（Companies Ordinance （Chapter 32 of the 
Laws of Hong Kong））に代わって上記の新会
社条例が施行された。本項に記載する会社条例
の条文番号は，新会社条例の条文番号である。

6．2　会社条例による保護

（1）商　号
香港の会社条例上，商号（Company Name）は，
定款に記載する必要があり（同条例81条），会
社設立時に会社登記所（Companies Registry，
以下「CR」という）が発行する設立証明書（Cer-
tificate of Incorporation）（同条例71条）に記載
される。なお，設立証明書は，CRのウェブサ
イト又はCRにて閲覧することができる。
香港の公用語は，英語及び中国語であり（香

港特別行政区基本法（The Basic Law of the 
Hong Kong Special Administrative Region）９
条），商号もこれに従う。具体的には，①英語
の社名，中国語の社名又は両言語での社名で登
録することができる（但し，英単語及び漢字の
組み合わせから成る社名での登録は許されてい
ない）。②株主の責任が限定されるLimited 
Companyの場合，英語の社名は「Limited」で，
中国語の社名は「有限公司」で終わらなくては
ならない（会社条例102条）。

（2）商号選択に関する制約
商号選択にあたっては，CRに登録済みの他

の企業と同一の商号，法令に反する商号，公益
に反する商号を登記することはできず，また，
中華人民共和国政府若しくは香港政府そのもの
又はその関係機関であるとの印象を与える商号
は，登記官の事前の承認なしには登記すること
はできない（会社条例100条）。
同一性を判断するにあたっては，「Company」，

「and Company」等の違い，文字間のスペース
の有無やアクセントマークの有無，「and」と「&」
の違い等は，考慮されない（同条例111条）。
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商号を決定する前に，CRで同一商号の存在
を確認するのが実務である。
なお，CRは，商号の選定に関するガイドライ

ン（Guideline on Registration of Company 
Names for Hong Kong Companies）を発表して
おり43），同一性の判断基準や使用できない名称，
別途許可を得る必要のある名称を定めている。

（3）商号選択に関する手続
商号に係る上記の規制を遵守した上で，申請

者は，設立申請書（日本の株式会社にあたる
Company Limited by Sharesの場合，Form 
NNC1）に，英語の社名，中国語の社名又は両
言語での社名を記載して申請する。

（4）第三者により登録された商号への対処
上述の通り，同一の商号を登記することは認

められていないが，本来認められないはずの商
号を持つ会社がCRによって登記されてしまう
場合や，誤解を生じさせるおそれのある商号が
登記されてしまう場合もある。
かかる場合，登記官は，当該商号の登記から

12か月以内であれば，かかる同一商号を持つ会
社に対し，会社名を変更するよう指示する通知
を出すことができる（会社条例108条）44）。
また，この会社名変更の指示は，同一商号を

持つ会社に対してのみならず，類似の商号又は
誤解を生じさせる商号を持つ会社に対しても行
うことができる（会社条例108条）。この指示は，
商号が類似する又は誤解を生じさせるとの苦情
がCRに対して提出された場合に行われるのが
通常である。
登記官による会社名変更の指示に従わない場

合は，10万香港ドル以下の罰金及び違反継続の
場合１日2,000香港ドルが課される。
さらに，同一若しくは類似の商号又は誤解を

生じさせる商号を持つ会社が上記指示に従った
商号変更を行わない場合には，登記官は，会社登

記番号（Company Registration Number）から成
る商号に変更することができる（同条例110条）。
この登記官による商号変更権限は，以下の経

緯により認められたものである。
2005年４月，社団法人電子情報技術産業協会

（JEITA）は，日本政府に対し，世界的に著名
な商標と同一又は類似の商号が香港で登記さ
れ，かかる会社の商品が主に中国本土で流通し，
著名な商標の商品であるとの誤認混同を与える
という事案が発生している旨，申し立てた。当
時の会社条例の下では，商標権者等が商号登記
の抹消を求める訴えを起こして請求が認められ
ても，当該商号で登記している会社（被告）が
自ら判決を履行しない限り，当該商号の抹消を
強制する手段がなかった。かかる不備の是正を
求め，日本政府は，2005年10月，香港政府に対
して制度・運用の見直しの要請をした。前述の
登記官による類似商号変更の権限の定めは，こ
の取組みが奏功して規定されたものである45）。

6．3　商標条例による保護

（1）商　標
香港の商標条例上，商標とは，自己の商品・
サービスと他人の商品・サービスとを識別で
き，視覚的にあらわすことができる標識である
（同条例３条（1））。知識産権署（Intellectual 
Property Department）の商標局（Trade Marks 
Registry）に登録することにより，登録商標と
して商標法の保護を受け，関連する商品やサー
ビスについて当該商標を独占的に使用すること
が可能になるとともに，他者が権利者の許可を
得ずに同一又は類似の商標を使用した場合には
その使用を差し止めたり損害賠償を請求したり
することができる（同条例22条）。

（2）会社名称の商標登録の要否
商号がCRに登録されている場合，同一の商
号を第三者が登記することはできない。
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しかし，当該商号が登記されている場合であ
っても，会社条例上，第三者が当該名称を商品
やサービスの名称として用いることまで禁止さ
れる訳ではなく，また，第三者が商号の略称や
いわゆるハウスマークなどを使用することが禁
止されるわけではない。かかる場合，当該商号
保有者としては，後述するように，周知商標の
保護やパッシングオフによる保護など限られた
方法で対応することを余儀なくされる。
したがって，会社の名称に関しては，商号を
登記するのみならず，商標登録も行うことが権
利保護の観点から望ましい。

（3）商標の登録要件
商標登録が認められるためには，①顕著な特
性を有していること，②商品・サービスの特性
のみを説明しているものではないこと，及び③
当該業界で通用している文言ではないこととい
う要件を満たす必要がある（絶対的拒絶理由，
商標条例11条）。
上記①の「顕著な特性を有する」とは，商標
が既に登録されている他の商標と異なってお
り，商標に含まれるマークや文字が他者のそれ
と明確に区別することが可能であるという意味
である。
上記②にいう「商品・サービスの特性のみを
説明している」とは，商標が，単にある商品や
サービスの品質，用途，数量や価値を表示して
いるにすぎない，という意味である。
また，上記③については，「テレコム」や「ネ
ットワーク」などのように当該業界で一般的に
通用している文言や図形を意味する。
その他，悪意（in bad faith）で商標登録出
願された商標等も絶対的拒絶理由に該当する。
さらに，①（a）香港で先に登録出願された
先行商標と同一又は類似し，（b）登録出願に係
る商品・サービスが，先行商標の保護に係る商
品・サービスと同一又は類似であり，かつ（c）

当該商品・サービスに関する商標の使用が，公
衆に混同を生じさせるおそれがある商標など
の，相対的拒絶理由に該当する場合は，商標と
して登録することはできない（同条例12条）。
また，②周知商標としてパリ条約に基づく保

護を受ける権利を有する商標の識別性又は名声
を不当に利用し又はこれを害する商標や，③（a）
未登録商標その他の標識を保護する法（特にパ
ッシングオフ）や，（b）著作権や登録意匠など
のその他の権利に基づいて，香港における商標
としての使用が禁止される場合についても，相
対的拒絶理由となる（同条例12条）。但し，上
記の②・③の事由は，異議申立手続において権
利者から異議申立がなされた場合に限り拒絶さ
れる。また，権利者が，登録に気づきながら継
続して５年間黙認した場合は，登録が悪意であ
ることを証明できる場合を除き，異議申立の権
利を失う（同条例59条）。なお，中国はマドリ
ッド協定議定書締約国であるが，香港には適用
されない。

（4）第三者に取得された登録商標への対処
使用したい標識と同一又は類似する名称やマ

ーク等の商標がすでに他者によって登録されて
いる場合において，当該商標が３年間継続して
香港で使用されていない場合やその対象となる
商品・サービスの一般名称となっている場合等
所定の事由に該当する場合は，商標局又は裁判
所に対して，商標の取消請求を行うことができ
る（商標条例52条１項）。
また，先に登録されてしまった商標が商標条

例11条（絶対的拒絶理由）に該当する場合，又
は12条（相対的拒絶理由）に該当する場合（但
し，先行商標の権利者が登録に同意している場
合，及び誠実な同時使用（同条例13条）である
ことを理由に登録されている場合を除く。），商
標登録無効宣言を求めることができる（同条例
53条）。
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（5）商標権侵害
商標権者の承諾なしに，商標権の有効期間中

に，香港において，登録商標に係る商品・サー
ビスと同一又は類似する商品・サービスに関し
て，登録商標と類似する標識を業として使用し，
当該商品・サービスに関する標識の使用が公衆
に混同を生じさせるおそれのある行為等，商標
条例18条１項乃至４項に規定される行為を行う
ことは侵害にあたる。
もっとも，冒用商標であっても，登録されて

しまえば，その登録が取消され又は無効とされ
ない限り，当該商標をその登録に係る商品・サ
ービスについて使用する行為は他者の商標権侵
害にはならない（商標条例19条２項）。
また，①自己の名称若しくは住所の使用，②

営業における前主の名称又は前主の営業場所の
名称の使用，③商品・サービスの種類，品質，
用途，原産地等を指定する標識の使用等につい
ても，その使用がビジネス上の誠実な慣行に従
う限り，商標権侵害とはならない（同条３項）。
この「誠実な慣行に従う」と言えるか否かの判
断にあたっては，（a）登録商標を不当に利用し
ようとしているか，（b）登録商標の特徴又は名
声に対して有害であるか，（c）公衆を騙そうと
しているかという要素が考慮される46）。
さらに，商標登録日及びその香港における最

初の使用日以前から継続的に用いられてきた標
章を使用する場合も商標権侵害とならない（同
条４項）。
自らの商標権を侵害された商標権者は，損害

賠償，差止等の救済を侵害訴訟（Action for 
Infringement）により求めること（商標条例22
条），侵害している物品を商標権者又は裁判所
の指定するその他の者に引き渡すよう引渡命令
を求めること（同条例23条），侵害している物
品を没収・廃棄すること等の命令を求めること
（同条例25条）ができる。
さらに，商標を偽造した者や，欺罔といえる

ほど登録商標と酷似する標章を故意に商品に付
した者，そのような商品を販売した者等につい
ては，詐欺行為の意図なく行動したことを証明
しない限り，商品表示条例（Trade Descrip-
tions Ordinance （Chapter 362 of the Laws of 
Hong Kong））により，罰金50万香港ドル及び
拘禁５年以下の刑罰が課される（同条例９条，
18条）。

（6）周知商標の保護
パリ条約により保護される，香港で登録され

ていない周知商標の権利者は，同一又は類似す
る商品・サービスに関して，他人の同一又は類
似する商標の使用に対して差止命令を求めるこ
とができる（商標条例63条）47）。

6．4　パッシングオフによる保護

以上のほか，自己の商号や会社名称に係る表
示と類似する表示を使用する者等に対して，自
己の表示について商標登録をしていなかったと
しても，パッシングオフというコモンロー上の
制度を用いることにより，当該表示の使用禁止
及び損害賠償を求めることができる場合があ
る。
パッシングオフが認められるのは，①当該表

示が，名声・グッドウィル（Goodwill，営業上
の信用）や著名性を有していること，②被告（被
疑侵害者）による，消費者を誤認させるような
不実表示・虚偽表示（Misrepresentation）が
あること，及び③原告のグッドウィルが被告（被
疑侵害者）の上記表示行為によって，損害を受
けているか，又は損害を受けるおそれがあるこ
と，という要件を充たす場合である。パッシン
グオフが認められた事例として，日本でレスト
ランを経営していたTen-Ichiが香港に進出しよ
うとして準備していたところ，被告が先回りし
て同名のレストランを香港で開店した事案で，
裁判所は，原告が香港ではまだレストランを開
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店していなかったにもかかわらず，パッシング
オフを認めたものがある48）。このように，香港
に進出していない企業についてもグッドウィル
が認められる可能性がある。

本項の執筆は，弁護士小峰孝史が担当し，
Andy Cheng Law Firm in association with 
TMI Associatesの香港法弁護士Andy Chengの
協力を得た。

7 ．	ミャンマー

7．1　概　　観

（1）ミャンマーの法制度
ミャンマーにおける主要な法源として，「ビ
ルマ法典」（Burma Code全13巻・計30編）が
存在する。同法典は，基本的に英国判例法を成
文化した「インド法典」を移植した法典・法規
の集成であり，1958年までの制定法は同法典に
組み込まれている。ミャンマーにおける英国法
の移入は，ビルマ式社会主義が採用された1962
年以降行われず，近時の制定法も周辺国の法律
を参考にしているものが多い。
知的財産権の保護を目的とする制定法は，現
時点では著作権法（Copyright Act, 1914）のみ
であり，それ以外に商標権や特許権等の知的財
産権を直接的に保護する法律は存在しない。
ミャンマーはWTO加盟国であり，WTO加盟
国はTRIPS協定により2006年12月１日までに各
種知財関連法の整備が求められていたが，ミャ
ンマーを含む後発開発途上国（Least Devel-
oped Country）諸国は2013年７月１日までの
猶予期間が認められており，さらに，2013年６
月11日にWTOは猶予期間を2021年７月１日ま
で延期することを決定した。もっとも，ミャン
マー政府も知的財産権に関する法整備の必要性
は認識しており，成立時期は未定であるものの，
既に商標法や特許法の第11次ドラフトが作成さ

れている。
なお，ミャンマーにおいては，判例はほとん

ど一般に公表されず，文献も極めて限られてい
ることから，法律の原文，関係政府機関及び現
地の法曹への問い合わせ，ミャンマーにおける
実務経験等に基づき，本項を執筆した。

（2）商号及び商標に関する法規制
ミャンマーにおける会社の名称に関連する規

制としては，「商号」（Name of Company）に
ついての定めを置く会社法（Companies Act, 
1914）がある。また，上述のとおり商標法は存
在しないものの，刑法（Penal Code, 1868）に
おいて「商標」（Trademark）が定義され，一
定の「商標」への侵害行為が刑罰の対象とされ
ている。このほか，コモンロー及び特定救済法
（Specific Relief Act, 1877）によっても，商標
は保護の対象となりうる。
さらに，商標については，登記法（Registration 

Act, 1908）に基づき登記することができ（同
法18条（f）及び登記指令13），商標が登記され
た場合には，上記の各法律による商標の保護を
容易にすることができるため，実務上重要であ
るといえる。

7．2　会社法による保護

（1）商　号
ミャンマーの会社法上，「商号」は基本定款

（Memorandum of Association）に必ず記載し
なければならない。有限責任会社の場合には商
号の末尾に「Limited」と記載しなければなら
ないが，無限責任会社の場合には会社の種類を
表す記載は不要である（会社法６条１項，７条
１項，８条１項）。商号は，100パーセントミャ
ンマー資本の会社であると外国資本の会社であ
るとを問わず，英語及びミャンマー語の両言語
により登録される。なお，会社法に基づく営業
許可の取得及び法人登記の際に商号も記載しな
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ければならず，商号は登記書類に記載される。

（2）商号選択に関する制約
ミャンマーでは，会社法により，①ミャンマ

ー法に基づき設立された既存の会社が既に登記
している商号と同一又は非常に類似しており，
誤解を招くおそれのある商号（会社法11条１項）
（以下「類似商号」という。），又は②一定の文
言を含む商号は登記できない（同条３項）。
②については，具体的には，大統領の書面によ

る事前同意のない限り，「Crown」，「Emperor」，
「King」，「Queen」，「Royal」，「State」，「Union」，
「President」等又は英国君主の支援若しくは英
国君主の政府（ミャンマー政府及び省庁を含
む。）との関係があることを示したり，これら
と関係があるかのように思わせる文言，
「Municipal」，「Chartered」又は地方自治体等
と関連があることを示すか，これらと関連があ
るかのように思わせる文言を含む商号は登記で
きない。また，明文上規定はないものの，ミャ
ンマー国外の著名な会社の名称についても，第
三者が無断で同一又は類似商号を登記すること
はできない49）。
ミャンマーにおいて会社を設立する際には，

会社法に基づく営業許可の取得と共に会社登記
が必須であるところ，実務上，営業許可の取得
及び会社登記の申請の際には，事前に会社登記
の管轄機関である国家計画・経済開発省の投資
企業管理局（Directorate of Investment and 
Company Administration：DICA）において，
希望する商号の登記の可否について確認を行う
必要がある。

（3）第三者により登記された商号への対処
上記（2）において述べたとおり，類似商号

は登記できないところ，既存の会社Ａ社の商号
と類似する商号のＢ社が誤って設立登記されて
しまった場合の対処について，Ａ社からＢ社や

DICA等に対して使用差止や商号変更を求める
権利は会社法上規定されていない。
もっとも，誤って既存の会社と類似する商号

により設立登記されてしまったＢ社は，登記官
の許可を得た上で，当該類似商号を別の商号に
変更できるとされており（会社法11条２項），
また，一般に，会社は株主総会における特別決
議及び大統領の書面による承認により商号を変
更することができる（同条４項）ことから，自
己の商号と類似する類似商号が誤って第三者に
より登記された場合は，当該第三者に対し，自
発的に商号を変更するよう促すしかない。

7．3　登記法による商標登記

（1）登記法
登記法は，基本的には不動産等の登記を予定

した法律であるが，附随的に商標の登記も認め
られる（同法18条（ f）及び登記指令13）。登記
法上，商標の定義規定が設けられているわけで
はなく，登記法は商標を直接的に保護するもの
ではないが，後述のとおり，商標の侵害に係る
訴訟等において，間接的に商標の保護に資する
ものであるといえる。
ミャンマーにおける商標の登記は，審査能力

を有する登録機関への出願登録ではなく，登録
を希望する者が，自らが権利者であることを宣
言する書面等を提出して，登記事務所に申請す
る方法で行う。外国法人であっても登記可能で
ある。なお，登記済商標に関する公式データベ
ースを有しないため，同一の商標が登記される
おそれが存する。

（2）商標の登記の方法
登記法に基づく商標の登記においては，先使

用の原則が採用されており，ミャンマー国内外
における最初の使用者が優先して登記する権利
を有する。この使用にはミャンマー国内のみな
らず，海外における使用も含まれるとのことで
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あり，ミャンマー国内で使用していない商標の
登記も可能である50）。
商標の登記は，必要書類及び情報を，農業灌
漑省土地記録局管轄の証書登記事務所（Office 
of Registrar of Deeds and Assurances）に提出
して行う。具体的な流れは以下のとおりである。
①   出願様式及び署名済みの委任状と認証済
みの所有権宣言書を証書登記事務所に提
出する。

②   登記手続は出願書類を提出して４～６週
間後に完了する。登記手続終了後，出願
書類に公印が押印され，出願日，登記日及
び登記番号が付与されるので，当該書類
を証書登記事務所において受領する。こ
れらが登記の証明書の役割を果たす。

③   上記登記手続後，法律上は何ら規定され
ていないものの，実務上は新聞に警告通
知を掲載することが一般的である。

警告通知の掲載の有無は登記の有効性には何
ら影響しないものの，公衆に対する商標の周知
の役割を有し，また，警告通知を行った事実自
体も当該商標の所有権を立証する際の証拠の一
つとなる。
警告通知の内容としては，冒頭に「TRADE 

MARK CAUTION」と記載した上で，警告を
行う会社の商号，住所，商標，区分，商品又は
サービス等を記載する。また，実務上は現地紙
への警告通知の掲載を３年毎に行うのが一般的
である。

（3）商標の登記要件
商標は，以下の不許可事由がない限り，登記
される（登記指令13）51）。
（1）  商標が道徳又は法律上の理由で好ましく

ないおそれがある場合，又はミャンマー
国民の特定の層の宗教的感情に害を及ぼ
すおそれがある場合

（2）詐欺的又は不明確なもの

（3）紙幣と同一のデザイン
（4）アウンサン将軍の肖像
（5）道徳又は公序良俗に反する標章
（6）実態のない商標
（7）中傷的な商標
また，登記済商標と同一又は同種の区分（商

品又はサービスの種類。以下同じ。）で，かつ，
同一又は類似の商標の登記は認められないとさ
れている。
上記（2）の①の手続における所有権宣言書の

提出は，法律上の根拠に基づくものではないも
のの，実務上，登記申請者がその商標について，
唯一の独占的所有権者である旨を記載しなけれ
ばならないとされており，この場合において，
虚偽の所有権宣言書を提出した場合には，刑法
上，３年以下の拘禁，罰金52）又はその両方が科
せられる（刑法193条）。したがって，所有権宣
言書の提出により登記済商標と同一又は同種の
区分で，かつ，同一又は類似の商標の登記が行
われないよう一定の担保を図っているといえ
る。

（4）会社名称についての商標登記
上記（7．2）のとおり，商号は，DICAに登

記することにより，第三者が会社法に基づき同
一又は類似の商号を登記することは阻止できる
が，第三者による使用自体を阻止することはで
きない。また，そもそも商号登記はミャンマー
に会社を設立しない限りできないため，多くの
企業がミャンマー進出に踏み切るべきかどうか
検討している現状では，まずは商標登記の要否
を検討すべきであろう。
この点，登記法に基づく商標の登記は，当該

商標が保護されるための法律上の必要要件では
ない。登記法に基づき登記を行ったとしても，
その効果として当該登記に係る商標が直接保護
されることになるわけではなく，第三者に対す
る使用差止等もできない。しかし，刑法，コモ
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ンロー，特定救済法等に基づいて商標の保護を
受けるためには，前提として侵害された商標の
所有権が誰に帰属するかを立証する必要があ
り，登記法に基づく登記は証拠の一つとして扱
われるため，登記法による商標の登記は商標の
保護に資するといえる。したがって，会社の名
称について，商標としての保護を望む場合には，
その商標の登記を行うことが望ましい。ミャン
マーへの進出を検討中の企業としては，まずは
その会社の名称を商標登記しておくべきであろ
う。

7．4　刑法による保護

（1）商　標
ミャンマーにおいては，上述のとおり，商標

法は存在しないため，日本の商標法25条や37条
に相当する専用権や禁止権を有する商標権は存
在しない。
しかし，刑法において，「商標」に対し一定

の保護が与えられている。すなわち刑法上，「商
標」とは，特定の者の商品であることを示すた
め使用する標章と定義され（刑法479条），一定
の商標への侵害行為について罰則が定められて
いる。
そして，商号又は会社の名称の一部について

も，それが特定の者の商品であることを示すた
め使用する標章と認められる場合には，刑法に
おいて保護されることとなる。この場合，「特
定の者」はミャンマー国外の法人又は個人であ
ってもよいため，外国の商標も保護されること
になる。但し，実際に外国の商標を使用したこ
とにより刑法に基づき処罰された事例は確認さ
れていない。また，ミャンマーの刑法上は，役
務を表象するサービスマークは保護されないと
のことである。

（2）刑法上の商標の侵害
刑法上，以下の①から③の行為が処罰の対象

とされる。
①   自己以外の者の商品であることを合理的
方法により他人に信じさせるために，物
品，包装，容器等に商標を付す行為（刑
法480条）。この場合には，１年以下の拘禁，
罰金又はその両方が科せられる（刑法482
条）。

②   自己以外の者の商標を偽造する行為。こ
の場合には，２年以下の拘禁，罰金又は
その両方が科せられる（刑法483条）。

③   商標を侵害する目的で，金型，金属板，
その他の道具を作成又は所持する行為。
この場合には，２年以下の拘禁，罰金又
はその両方が科せられる（刑法485条）。

したがって，上記①乃至③のいずれかの行為
については刑事告訴を行うなどの方法により，
侵害者の侵害行為を事実上排除又は防止しうる。
また，商品標章法（Merchandise Marks Act, 

1889）は，刑法上の商標の侵害を理由として処
罰される場合，裁判所は商標に関する違法品を
没収できる旨規定している（同法９条）。海運
関税法（Sea Customs Act, 1878）は，陸路又
は海路による商標侵害の物品の輸入を禁止して
いる（同法18条（d））。
なお，上記罰則規定が適用されるためには，

当該商標が，上述の登記法上の登記を有してい
る必要はないが，同法上の登記を有している事
実は，登記をした者が当該商標を所有している
ことの有力な証拠として取り扱われる。

7．5　コモンローによる保護

商標が侵害された場合には，慣習法としての
コモンローに基づき，侵害者に対して，商標の
侵害に係る表示の使用の差止及び損害賠償を請
求する民事訴訟を提起しうる。
かかる訴訟において，当該商標が上述の登記

法による登記を有していることは要件とされて
いないが，登記法に基づく商標の登記している
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事実は，登記をした者が当該商標を所有してい
ることの有力な証拠として取り扱われる。
また，正当な権利者以外の第三者により商標
が登記されている場合，パッシングオフ等のコ
モンロー上の理論に基づいて，当該登記の取消
しを求めて民事訴訟を提起しうる。すなわち，
証書登記事務所の登記官は登記の取消権限を有
しないため，取消しを求める際は，既に登記を
行っている第三者に対して訴訟を提起する必要
があり，当該訴訟の勝訴判決に基づき登記官は
取消を行うこととなる。

7．6　特定救済法及び民事訴訟法による保護

特定救済法は，所有権に基づく返還請求，契
約の履行請求，契約の変更請求等について規定
している法律であるが，商標について権利を有
する者や当該商標が付された商品を適法に販売
する権利を有する者等は，裁判所による権利の
確認宣言（同法42条）を求めて，同法に基づき，
当該権利の侵害者又は侵害の意図のある者に対
して訴訟を提起することができる。また，裁判
所は，金銭的補償によっては侵害の回復ができ
ないおそれがある場合等には，終局的差止命令
（Perpetual Injunction）を発令することができ
る（同法54条（具体例（w））。
なお，かかる訴訟においても，上述の登記法
による登記を有していることは要件ではない
が，登記法に基づく商標の登記を有している事
実は，登記をした者が当該商標を所有している
ことの有力な証拠として取り扱われる。
また，第三者により商標が登記されている場
合，特定救済法に基づいて，当該登記の取消し
を求めて民事訴訟を提起しうる（同法39条）。
さらに，被告による権利侵害行為を差し止め
るための訴訟を提起した原告は，訴訟提起後，
民事訴訟法（Code of Civil Procedure, 1909）に
基づき，裁判所に対して，被告による権利侵害
行為を差し止める暫定的差止命令の申立を行う

ことができる（民事訴訟法指令39，ルール２
（1））。

本項の執筆は弁護士行方國雄，同堤雄史（ヤ
ンゴンオフィス）が担当し，同オフィス所属の
ミャンマー法弁護士の協力を得た。

注　記

 30） 中国の商標法は，2013年８月30日に第３次改正
案が可決，公布された。改正後の商標法は2014
年５月１日から施行される。本項の記述は，特
に断らない限り，第３次改正後の商標法を前提
とし，単に「商標法」と記載する場合は，中国
における第３次改正後の商標法を指す。

 31） 中国法上，屋号のことを「商号」（原語のまま）
とも呼ぶが，日本法における商号に相当するの
は屋号を含む企業名称全体であるので，注意が
必要である。本項における中国法の説明におい
ては，混乱を避けるため，日本法と中国法で意
味の異なる「商号」という用語を用いず，企業
名称，屋号という用語を用いることとする。

 32） 会社設立後の企業名称変更の場合にも，変更登
記に先立ち，事前審査確認が必要である（実施
弁法26条乃至28条）。

 33） 外資の現地法人の企業名称は，国家工商行政管
理総局又はその授権を受けた各地方工商行政管
理局が担当する（実施弁法５条３項）。地方工商
行政管理局が授権を受けた場合の管轄は，内資
企業の場合と同様である。

 34） 間に合わない場合には有効期間の延長を申請す
ることも可能である。

 35） 専用権の概念については後掲注38）参照。
 36） 例えば，「上海山一食品有限公司」。
 37） 典型的なのは，屋号が同一である場合である。

但し，企業同士が投資関係にある場合は登記可
能とされている（実施弁法31条１号，２号）。ま
た，企業名称の類似性の具体的な判断基準は，
地方によって異なるので注意が必要である。

 38） 日本の商標法30条が定める専用使用権（商標権
者が他の者に対して設定する，当該商標を指定
商品・サービスについて排他的に使用する権利）
とは異なる概念であり，むしろ日本の商標法25
条本文が定める商標権の効力と同義である。
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 39） 会社登記管理条例等の登記関連法規によれば，
名称変更又は抹消をする企業が自発的に変更登
記を申請しない限り，名称変更登記手続を強行
できないこと，工商行政管理機関はあくまで判
決の執行に協力するだけであり，必ず判決に従
わなければならないものではないことなどが理
由とされる。もっとも，近年では，工商行政管
理機関が判決の執行に非協力的な態度をとる例
は減少傾向にある。

 40） 不正競争防止法５条２号は，他人の知名商品（中
国国内で一定の市場知名度を有し，関連公衆に
知られている商品）に特有の名称，包装，装飾
又はこれと類似する名称，包装，装飾を無断で
使用し，顧客に当該他人の知名商品と誤認させ
る行為についても禁止している。知名商品に特
有の名称中に企業名称が含まれる場合には，こ
の規定によっても間接的に企業名称が保護され
ることになる。

 41） 最高人民法院（2008）民申字第758号。なお，当
該裁判例は，最高人民法院のウェブサイトにお
ける「裁判例指導」において紹介されており，
参照価値が高いと考えられる。

 42） 上海市高級人民法院（2010）滬高民三（知）終
字第19号

 43） http://www.cr.gov.hk/en/companies_ordinance/ 
docs/Guide_RegCompName-e.pdf（web参照日：
2014年３月31日）

 44） 誤解を生じさせるような情報が登記官に提出さ
れていたような場合などには，この期間は５年

間に延長される（会社条例108条（3）（b））。
 45） 経済産業省製造産業局模倣品対策・通商室「模

倣品・海賊版対策の相談業務に関する年次報告」
2013年６月

 46） 世界知的所有権機関（WIPO）のウェブサイト
上の香港商標条例に関する説明（Section：19 
Exceptions to infringement（2），http://www.
wipo.int/wipolex/en/text.jsp?file_id=187015）参
照（web参照日：2014年１月31日）

 47） ただし，権利者が，登録に気づきながら継続し
て５年間黙認した場合は，登録が悪意であるこ
とを証明できる場合を除き，異議申立の権利を
失うとする商標条例59条の適用がある。

 48） Ten-Ichi v. Jancar ［1990］ F.S.R. 151, Prof. 
Christopher Wadlow, “The Law of Passing-Off,” 
p.282

 49） 投資企業管理局（DICA）への聞き取りによる。
 50） John Walker & Sons Ltd vs U Than Shwe 1968, 

Myanmar Law Reports （Chief Court） p.73, Dr. 
Daw Than Nwe, Legal Framework on Doing 
Business in Myanmar, p.54, http://www.moj.go. 
jp/content/000101546.pdf（web参照日：2014年
１月31日）

 51） 前掲注50）の49頁参照。
 52） 罰金額は上限も下限も定めがなく裁判官の裁量

により決定される。
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